
予算第36号議案 

令和５年度神戸市食肉センター事業費補正予算 

 令和５年度神戸市食肉センター事業費補正予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ10,000千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ979,485千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法第213条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用する

ことができる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

令和６年２月15日提出 

  神戸市長 久  元  喜  造 
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第　１　表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

 １　歳　入

443,037 10,000 453,037

 1 他会計繰入金 443,037 10,000 453,037

 合 計 969,485 10,000 979,485

 ２　歳　出

848,807 10,000 858,807

 1 職 員 費 76,842 10,000 86,842

 合 計 969,485 10,000 979,485

 2 繰 入 金

歳　 　入

（単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

（単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

 1 事 業 費

歳　 　出

第　２　表　　繰 越 明 許 費

（単位：千円）

款 項 金    額

１ 事 業 費 ３ 施 設 整 備 費 5,000

事 業 名

換 気 設 備 改 修
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(1) 総 括 （単位：千円）

報 酬 給 料 職員手当等 計
人

(4)

6 

(4)

6 

(-)

－ 

区 分 地 域 手 当 期末・勤勉手当 その他の諸手当

5,374 17,570 6,778 

補　　正　　前 4,374 15,570 6,778 

比 較 1,000 2,000 － 

( )内は、短時間勤務職員に該当する職員数の外書きである。

給　　与　　費　　明　　細　　書

  一  般  職

区 分 職　員　数
給 与 費

共　済　費 合 計 備 考

86,247 

補　　正　　前 3,768 33,224 26,722 63,714 12,533 76,247 

補　　正　　後 3,768 38,224 29,722 71,714 14,533 

10,000 

補　　正　　後職員手当等の

内 訳

比 較 － 5,000 3,000 8,000 2,000 
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ア 会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

給 料 職員手当等 計
人

(2)

6 

(2)

6 

(-)

－ 

区 分 地 域 手 当 期末・勤勉手当 その他の諸手当

5,374 16,784 6,778 

補　　正　　前 4,374 14,784 6,778 

比 較 1,000 2,000 － 

１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員で予算の積算の基礎となったものである。

２　( 　　　)内は、短時間勤務職員に該当する職員数の外書きである。

区 分 職　員　数
給 与 費

共　済　費

70,831 

備 考

補　　正　　後 38,224 28,936 67,160 13,671 80,831 

合 計

補　　正　　前 33,224 25,936 59,160 11,671 

5,000 3,000 8,000 2,000 10,000 

補　　正　　後職員手当等の

内 訳

比 較
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イ 会計年度任用職員 （単位：千円）

報 酬 給 料 職員手当等 計
人

(2)

－ 

(2)

－ 

(-)

－ 

区 分 期 末 手 当

786 

補　　正　　前 786 

比 較 － 

１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員で予算の積算の基礎となったものである。

２　( 　　　)内は、短時間勤務職員に該当する職員数の外書きである。

区 分 職　員　数
給 与 費

共　済　費 備 考

補　　正　　後 4,554 862 5,416 

合 計

786 － 

862 5,416 

比 較 － － － － － － 

補　　正　　前 3,768 － 786 4,554 

職員手当等の 補　　正　　後

内 訳

3,768 

 
（　92　）



（単位：千円）

備 考

給与改定の状況

　給料の改定率 +0.93％　

　給与改定実施時期 令和5年4月　

期末・勤勉手当

　支給率の増

説　　　　　　明

　　(2)　給料及び職員手当等の増減額の明細

区　　　分 増　減　額 増減事由別内訳

給　　　料 5,000 給与改定等に伴う増減分 5,000 

職員手当等 3,000 給与改定等に伴う増減分 3,000 

　　 4.4月分　　→　　4.5月分
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